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Abstract
　The purpose of this research is to examine, via a questionnaire survey,the relationship between 
participation in an exercise class and social consciousness in a regional setting and to infer this 
causal relationship with the use of SEM. The questionnaire was formulated in accordance with our 
belief that ‘trust’, ‘association’, ‘exchange’ and ‘social participation’ are the core concepts of 
social capital. The results of such analysis yielded four ‘structural factors’ within ten items.
　The results of structural equation modeling yielded the following results: the correlation 
between ‘factor 4 is social participation’ and factor 3 IE ‘association’ was .343, and between 
factor 3 is ‘associated’ and factor 1 IE ‘trust’ was .307 – indicating a relatively weak correlation. 
The correlation between factor 3 ‘association’ and factor 1 ‘(perceived) importance’ was .289 – 
indicating a relatively weak correlation. In addition, the indices that reveal the degree of relevance 
were GFI=.968, AGFI = .945, CFI = .909 and RMSEA = .050, indicating a high degree of relevance.
　This research thus revealed that participation in an exercise club lead to consciousness with 
respect to ‘social participation’within a community and the possibility of creating a horizontal 
network. It became apparent that participants with a certain degree of social consciousness were 
more likely to participate in sports activities. At the same time, such participation, by creating 
‘general trust, contributes to the stability of and within a community.
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1. はじめに
　現代社会において、人々の関係性が希薄化し
ているなかで、「地域社会に於ける人と人との繋
がりをいかにつくりだすか」といった問題が注
目を集めている。そのような状況のなかで提起
されてきたのがソーシャル ･ キャピタル（以下、
SC）という概念である。本稿ではこの概念に着
目し、日本の地域社会（＝コミュニティ）にお
けるスポーツ活動参加者の SC 意識（１）に関する
検討をすることである。
　SC という概念は、コールマン、P・ブルデュー、
N･ リン、パットナムなどの研究者によって提起
されており、多くの研究者によって概念の比較
検討が積み重ねられてきた（宮川他 , 2004 ; 稲葉
他 , 2008 , 2011; 三隅 , 2013）。なかでも、パット
ナムはイタリア社会の研究で「市民共同体」に
着目し、市民的積極参加が活発で政治的平等が
保たれ、連帯 ･ 信頼 ･ 寛容の度合いが高く、結
社への参加が盛んな市民共同体が存在する州ほ
ど、州政府は機能するのではないかという仮説
を提出する。その検証として、各州の民主主義
のあり方として「市民共同体指数」（２）を作成し、
その指数によって「市民共同体度」を推定した
結果、強い正の相関が存在することを示した。
その結果から、自発的な協力を促す信頼・互酬
性の規範や、市民社会への積極参加によって形
成されるネットワークの形態が、社会を豊かに
する「資本」として蓄積されていると論じ、「調
整された諸活動を活発にすることによって社会
の効率性を改善できる、信頼、規範、ネットワー
クといった社会組織の特徴」を SC と定義したの
である（Pattnam , 1993）。その後、アメリカ社
会に対しても調査を行い、ボーリング・リーグ
への「参加者」を一つの指標として SC の減退減
少を指摘した。この指摘の背景には、地域に点
在するボーリング場に多様な背景を持った人々
が集い、メンバー間には一定の社会的交流があっ
たが、この状況が変化し、かつ様々な社会参加
が衰退していることを、テレビ普及による余暇
時間の「私化（privatization）」として危惧して
いるのである（Pattnam , 2000）。この一連のパット
ナムの研究が、その後のＳＣ論研究の引き金となり、
様々な領域から世界に広がっていくこととなる（３）。
特に地域、開発、政策などの社会科学の諸分野で
この概念を利用した研究が、この 10 数年間で活発
に議論されてきている（アスレイナ－ , 2004 ; 辻中
他 , 2009 ; 坂本 , 2010）。また、研究者だけでなく各
国における政策者、世界銀行（４）などからも注目さ
れ、この効果を計測可能な「資本」と捉えて実証的
に明らかにするための尺度・指標を開発してきて
いる（The World Bank , 1998 ; 内閣府国民生活局
編 2003 , 日本総合研究所 2008）。では、なぜ政策者
たちが、この SC に注目するようになってきたのか。
それは、パットナムがコミュニティにおける相互関
係性の高さ、すなわちこの醸成が地域社会を安定的
にしていると指摘した問題意識が、新自由主義を標
榜する小さな政府と共振したからであろう（小林 , 
2013）。
　この流れのなかで、スポーツはどのような役
割を期待されるのであろうか。パットナムは集
合的利得の立場であり、皆が相互利益を考える
という自発的協調性により市民参加（活動）を
高め、その結果コミュニティに最善の効果がも
たらされることを指摘している。この点におい
て、パットナムは自治会などの活動のみならず、
スポーツや趣味などの活動にも集合的利得があ
ることを期待しているのである。
　それでは、日本におけるスポーツ活動に参加
する人々と SC の関連は、どのようになっている
のだろうか。はたして、地域社会に何らかの SC
を醸成しているのだろうか。スポーツ参加によ
る定期的な身体活動が、心身の健康維持に結び
ついていることは社会疫学、公衆衛生学の領域
から明らかにされつつある（カワチ , 2008 , 2013 
; 近藤 , 2005）。その一方でパットナムがその重要
性を指摘したスポーツ ･ クラブなどの２次的結
社において、特定の問題で形成（水平的ネット
ワーク）されるスポーツへの参加者たちによる
地域自治への積極的な参加が地域社会を豊かに
すること（非行・犯罪の減少、ネットワークを
利用した失業率低下）に結びつくというような
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実証知見は明らかに不足している。
　そこで本研究は、地域社会におけるスポーツ
活動（体操クラブ）参加者と SC 意識の関連を
SEM（構造方程式モデリング）分析により構造
モデルを推定し検討することである。　
2. 先行研究の整理
　近年、SC とスポーツに関する研究の議論
は、スポーツを利用した開発やスポーツ政策な
ど様々な領域を中心として展開されてきている
（Coalter , 2010 ; Adams , 2010 ; Houlihan ＆
Oh l , 2011; Okada , 2012） 。地域社会との関
連の研究では、スポーツ活動への参加者の増加
の必要性やボランティアの重要性、スポーツク
ラブなどの参加を通じて獲得されたネットワー
クや人間関係によって SC の醸成がはかられて
いるという研究報告がされている（Nicholson 
et al , 2008 ; Spaai j, 2009 ; Kobayashi et al , 
2011）。これらの研究は、市民の参加が増加す
ることにより、地域社会に一般的信頼や社会的
安心を地域に醸成するとするパットナムの理論
を背景に、その効果をスポーツ現場から実証的
に捉えようとしていると考えられる。その一
方で近年では、政策的な視点からヨーロッパ
の様々な国々の SC とスポーツの政策をまとめ
た研究書も編まれている（Groeneveld et al , 
2011）。1997 年に誕生したイギリスにおけるブ
レア政権下では、社会的包括、排除政策（Social 
inclusion/exclusion）の視点から「スポーツは、
政府による社会的包括政策の目標を達成するた
めの有用なツール」（Adams , 2010 : 92）の一
つであると首相は述べ、スポーツを積極的に政
策に活用する展開をしている（５）。
　日本における地域スポーツ研究は、スポーツ
政策とも密接に関連をしている。戦後のスポー
ツ政策は、日本の経済成長にともなう社会変化
に基本的に対応しつつ、大きく 4 つの段階を経
て変容・発展してきた。まず 1960 年代の「社会
体育」振興政策であり、次に 1970 年代の「コミュ
ニティ・スポーツ」政策である。そして 1980
年代の「みんなのスポーツ」振興政策、1990 年
代以後の「生涯スポーツ」政策に連なる（佐伯 , 
2006）。その後、1995 年以降に文部科学省が推
進してきた総合型クラブ設立が地域社会に展開
されてきている（６）。この政策は、スポーツ振興
基本計画において NPO 法人格をすることが望
ましいとされ、また 2010 年に公表されたスポー
ツ立国戦略では、NPO 型コミュニティスポーツ
クラブ（＝総合型クラブ）が、様々な組織と協
働することによって「新しい公共」を支える基
盤として発展していくことが目標とされてきた
（嘉門・松村 , 2014）。総合型クラブはヨーロッ
パのスポーツクラブを模範として、地域社会と
の関連のなかで、新たな中間集団を担い手とし
た「新しい公共」論による自発的市民を想定し、
直面する生活課題を解決する諸主体との連携を
目指し、スポーツ経営学分野を中心に前向きに
評価されてきた。総合型クラブは地域における
コミュニティ形成の場所として機能しており、
SC が醸成されるという報告が散見される（長
積 , 2006, 2009 ; Okayasu et al , 2010）。その一
方で、小林は戦後に様々な国々でスポーツが政
策的に振興される背景を整理し、日本における
スポーツ政策の方向性も他国と共通性を持つこ
とを述べつつ、総合型クラブ振興の展開には多
くの問題点が存在していることを指摘している
（前掲書 , 2013）。これは、戦後から地域社会に
脈々と継続されてきたスポーツ活動を否定的に
捉え、上からの理念的な政策としての総合型ク
ラブを一方的に受け入れることにより、現場で
の混乱や苦悩が噴出しているなどの現状がある
からである（小林 , 2003；谷口 , 2008））。
　その意味では、長積や Okayasu の前提は、
「新しい公共性」論と共振する政策でもある総
合型クラブを理念的に良いものと位置づけてい
る。そして、過去から成立しているクラブと新
たな総合型クラブを比較して総合型クラブ員の
SC 意識が高いことを指摘している。しかしなが
ら、新たに形成されたクラブ員は移行期に多く
の人々が関わっているため、その過程が結果的
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に SC 意識を高くしてしまっている可能性を否
定できないのである。つまり、戦後から成立し
てきている地域スポーツ活動を等閑視している
のである。そしてそのことが、地域におけるス
ポーツの担い手や個別歴史性を有した地域その
ものが直面する日常生活を切り離して想定され
ているのである。地域における SC 意識とスポー
ツの議論をするためには、地域を一括にして語
るのではなく、個別的な内実を見ていく必要が
ある。その意味では、長年継続的に展開されて
きた地域におけるスポーツ参加者を SC の観点
から捉えようとする実証的研究は多くなされて
はいない。
3. 調査方法
（１）調査対象者
　本研究における対象者は、1981 年に山口県柳
井市田布施町においてはじまった体操クラブの参
加者である。現在は全県を 3 ブロック ( 西部、
中央部、東部 ) に分けて展開されて おり、合計
で 88 クラス約 1,800 名が体操クラブに参加して
いる。調査は郵送調査法により質問紙に回答す
る形式で実施した。各地区のリーダーに趣旨説明
をし、個人が特定されないこと及びプライバシー
を保護することを明記し、同意を得た。500 部
のアンケート用紙を配布し、 回収は 462 部であ
り、回収率は 92.4% であった。そのうち有効回
答数は全て女性であり 406 名である。
（２）調査項目及び分析方法
　アンケート項目は、交流・スポーツ（教
室）活動に関する 13 項目、社会に対する意
識等に関する 7 項目、個人に関する 7 項目及
び自由記述 2 項目の合計 29 項目で構成され
ている。この質問項目は内閣府国民生活局編
（2003）で行われたアンケートにおける設定
項目（信頼、つきあい・交流、社会参加）を
前提として、スポーツ参加者に対する項目を
加えて作成した。分析手続きは欠損値を確認
し必要な項目を処理した。
　本研究は、地域社会におけるスポーツ参加
者とSC意識（信頼、つきあい･交流、社会参加）
の関連を検討することが目的であった。そこ
ではじめに、信頼、つきあい ･ 交流、社会参
加に対する質問項目とスポーツ参加者に対す
る質問項目の全 27 項目に対する因子分析を実
施した（主因子法・Kaiser の正規化を伴うプ
ロマックス法）。次に、そこから導き出された
潜在因子の間の因果関係を SEM（構造方程式
モデリング）分析により明らかにし、その構
造モデルを推定し検討した。分析には Excel 
2003 for Windows のアドイン・ソフトである
エクセル統計及び SEM 分析ソフト「エクセル
SEM」を使用した。 
（３）事例の特性
　主宰者（以下：Ａさん）がこの体操クラブ
を開催したのは、1960 年代の「社会体育」振
興政策から 1970 年代への「コミュニティ・ス
ポーツ」政策が登場してきた頃である。開催
に際して、まず自宅近くの保健所センターに
話を持ちかけ、当時の「健康」というキーワー
ドが上手く重なり、健康体操指導の場を得る
こととなった。そして、各地域の保健所主催
で、保健センター、公民館などで「健康教室（以
下、教室）」として様々なネーミングをつけて
教室を開講（初心者、高齢者教室、糖尿病、
肥満予防教室など）することになっていった。
この「教室」は、まず保健所主催で 3 － 8 週
間の講習を経た後、受講者の要望があれば、
健康保健センターの管轄を離れ参加者の自己
負担によって「class（クラス）」として継続展
開されることになっている。各クラスが分立
して活動しているが 1 年に 1 回（10 月）に「合
同体操祭り」を開催している。この祭りは年
に 1 回、他クラスと合同で練習をして祭りに
参加している。
　この組織を事例に選んだことには二つの理
由がある。第一に各クラスが自律的に分立し
て成長しながら地域での活動（bonding 型）
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を約 30 年間継続している。第二に体操祭りに
より、他の地域と合同練習するなど他教室を繋
ぐいわゆる bridging 型のネットワークを組み
入れ（7）、人間関係を緊密にしているからである
（図１）（8）。すなわち、SC 論で指摘される二
つのネットワーク関係が合理的に組み入れら
れて構成されているためである。ただし、こ
の団体の構成概要が女性の高齢者が多いとい
う問題点はある。詳細な変遷経緯については
拙稿を参照（飯田：2010）。
図１　健康体操クラブにおける組織構造と特徴
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4. 結果
　体操クラブ参加者の地域社会に対する信頼、つ
きあい・ 交流、社会参加を含めた因果構造を明ら
かにするために 27 項目に対して因子分析（主因
子法・Kaiser の正規化を伴うプロマックス法）を
行った。そこから因子負荷量の絶対値が .04 未満
の項目を削除しながら分析を繰り返し、項目内容
を検討した結果、10 項目、4 因子構造が妥当であ
ると判断され抽出された（表１）。
　この 4 因子に対し、第一因子は社会信頼、旅先
での信頼の２項目で形成されているため、「一般
的信頼」と命名した。第二因子はクラブ参加頻度、
継続年数、クラブの重要度の 3 項目で形成されて
おり、「クラブ重要性」と命名した。第三因子は学
校 ･ 職場以外のつきあい、ご近所のつきあい頻度、
親戚とのつきあい頻度の 3 項目から形成されてお
り、「つきあい ･ 交流」と命名した。第 4 因子は
地縁活動の参加、ボランティア・NPO 参加の 2 項
目から形成されており、「社会参加」と命名した。
　次に抽出された潜在的因子の間に因果関係を導
入した構造モデルを SEM（構造方程式モデリン
グ）分析により推定した。その結果、第 4 因子か
ら第 3 因子間に対して .343、第３因子から第 1 因
子間に対して .307、そして第 3 因子から第 2 因子
間に対して .289 の因果関係モデルが描出された。
その際、適合度指標には GFI,AGFI,CFI,RMEA を
用い、採択基準としてそれぞれ GFI，AGFI およ
び CFI の採択基準は一般的に .90 以上が当ては
まりの良いモデルの判断基準とされている。ま
た、GFI と AGFI の 間 に は、 必 ず GFI ≧ AGFI
という関係がある。RMEA は 0 に近いほど良い
とされ .08 以下であればモデルの適合が好まし
く .10 以上で当てはまりが悪いとされている（小
島 , 2003）。この基準からモデルの適合度を検討す
ると、各指標は、GFI=.968, AGFI=.945, CFI=.909 
表１　スポーツ実践と SC の因子構造
因子抽出法 : 主因子法
回転法 : Kaiser の正規化を伴うプロマックス法
因子命名 質問事項 因子 1 因子 2 因子 3 因子 4
（因子１） 社会への信頼 0.7923 0.0836 0.2239 0.1475
一般的信頼 旅先での信頼 0.6058 0.1639 0.1102 0.0238
（因子 2） クラブ参加頻度 0.0499 0.6748 0.1773 -0.1063
クラブ重要性 勤続年数 0.1253 0.5833 0.0415 0.2424
クラブ重要度 0.1649 0.3749 0.1029 0.1792
（因子 3） 学校職場以外のつきあい 0.1337 0.0807 0.7899 0.0829
つきあい・交流 ご近所のつきあい頻度 0.1329 0.1372 0.384 0.2522
親戚との
つきあい頻度 0.1572 0.1171 0.3286 0.026
（因子 4） 地縁活動の参加 0.0867 0.1419 0.02 0.6429
社会参加 ボランティア、NPO 参加度 0.0533 0.0421 0.178 0.5071
N %
有効数 406 87.88
除外数 56 12.12
合計 462 100
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図２　潜在的因子間に因果関係を導入した SEM 構造モデル　
RMSEA=.05 と高い適合度を示し、構成概念妥当
性は許容範囲内であった。また、このモデルにお
いて全てのパスは統計的に有意であり、4 因子 10
項目で構成される体操教室参加者と SC 意識に対
する構造方程式モデルが容認できる範囲にあるこ
とが検証された。
5. 考察
　本研究の目的は、地域社会におけるスポーツ活
動への参加者の SC 意識（信頼、つきあい ･ 交流、
社会参加）の関連を SEM（構造方程式モデリン
グ）分析により構造モデルを推定し検討すること
であった。まず、SEM( 構造方程式モデリング ) 分
析によって描かれたパス図（図２）によると、「社
会参加」が外生変数となった（9）。因果関係として、
外生変数「社会参加」は、潜在変数「つきあい ･
交流」に対して .343 という影響を及ぼしている。
潜在変数「一般的信頼」に対して .307というやや
弱い影響を及ぼしている。同様に、潜在変数「つ
きあい ･ 交流」から潜在変数「クラブ重要性」へ
のパス係数は .289 であり、統計的には低い値であ
るが有意である（10）。このことは、スポーツ参加者
は、地域活動の参加やボランティア・NPO などの
「社会参加」の意識を有していることが「つきあ
い ･ 交流」などの SC 意識に対しての原因となっ
ている。そして、「つきあい ･ 交流」への意識は
「一般的信頼」及び「クラブ重要性」といった SC
意識やスポーツ参加のニーズの原因となっている
すべてのパスは統計的に有意。n = 406
適合度
χ 2 65 GFI 0.968 RMSEA 0.05
df 32 AGFI 0.945 NFI 0.841
P 0% SRMR 0.05 CFI 0.909
χ 2/df 2.031 AIC 1
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と考えられる。稲葉は、SC が我々の日常生活に
影響を及ぼす分野として、５つを指摘している（稲
葉 ,2011:41）。その一つである「地域社会を安定す
る」という点を考慮すると、日本においてスポー
ツ活動に参加する者が増加することが、「社会参
加」、「一般的信頼」などの SC 意識を蓄積してい
る可能性を示唆している。
　その一方で、「社会参加」を積極的に捉えてい
る人が、スポーツ活動などにも参加をするという
外向的な人々である可能性も考えられる。しかし
ながら、本来的に外向的ではない人があるきっか
けを元にスポーツ活動に参加し、継続していくな
かで「社会参加」にも繋がっていくということも
考えられる。今村たちは、健康で医療費が低い長
野地域の背景に保健補導員の「コミュニティのち
から」が存在することを明らかにした。その研究
では、積極的に保健補導員として地域に参加する
のではなく、長年の活動の中で友人などに声をか
けられ参加をすることにより、活動の重要性を
理解し継続的に参加する人々が、結果的に地域
力になっていることを明らかにしている（今村
他 ,2010）。このことを“遠慮がちな” SC の発見と
している。このことは、外向的な人びとが「社会
参加」するのではなく、目的の活動に消極的に参
加しつつも、その継続的な参加により地域の人々
の意識を変え、更なる「社会参加」していく可能
性を示唆しているのではないだろうか。　
　次に事例として取り上げているこのスポーツ活
動団体は、二つの特徴がある。一つ目は、bonding
型と bridging 型の二つの構造を組み入れているこ
と。二つ目は、参加者同士の水平的なネットワー
クを形成しつつ、行政とは一定の階層的な関係で
成り立っていること。このことは、自治体と諸
団体との連携を分析した報告からもあきらかであ
る。すなわち、1960 年代から 70 年代初頭にかけ
て増加してきた「市民活動団体」（11）は、地域住民
によって自発的に結成されてきたが、常に自治会
のある地域を基盤にして活動しているわけではな
い。そのため、これらの団体は、地域社会を外部
と接続するという bridging 型の SC の役割を果た
していると指摘されている（辻中他,2010;108-109）。
しかし、スポーツ参加者は、活動を通じて必ずし
もその他の「社会参加」へと繋がったり、地域へ
の信頼を醸成したりするものではない。つまり
bridging 型のネットワークを有した組織が長期的
に継続発展することにより、結果として SC を醸
成している可能性もある。
6.まとめ
　本研究の目的は、地域社会におけるスポーツ活
動への参加者の SC 意識の関連を SEM（構造方程
式モデリング）分析により構造モデルを推定し検
討することであった。その結果、次のことが明ら
かになった。
　まずスポーツ参加者は、地域活動の参加やボラ
ンティア・NPO などの「社会参加」の意識を有し
ていることが「つきあい ･ 交流」などの SC 意識
に対しての原因となっている。そして、「つきあい
･ 交流」への意識は「一般的信頼」及び「クラブ
重要性」といった SC 意識や体操クラブ参加のニー
ズの原因となっていることが明らかになった。こ
のことは、体操クラブ参加者が地域社会に対して
少なからず「社会参加」を行い、水平的ネットワー
クを構築している可能性を示している。また、同
時に「一般的信頼」を有しているという結果は、
その地域への「社会参加」を通じて安定性に寄与
しているとも捉えることができるであろう。ただ
し、本研究のサンプルが女性の高齢者に偏りがあ
るため、今後は男女差、年齢構成、経済格差など
の項目も詳細に検討していく必要があるだろう。
　さいごに、SC という人のネットワーク、信頼、
互酬性の規範は、その地域の固有の歴史的な文脈
の中で長い年月を掛けて形成されてきているもの
である。その一方で、これを棄損してしまうのに
は時間が掛からないであろう。我々は、SC の持
つ「負の側面」も考慮しつつ、さらに検証を積み
重ねていく必要があるであろう。
付記：
本研究は、平成 24 年度 専修大学研究助成「生涯
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スポーツ実践における地域社会におけるソーシャル・
キャピタルの可能性に関する研究」の研究成果の
一部である。
注
1） 広井（2009）は、「コミュニティ＝人間がそ
れに対して何らかの帰属意識をもち、かつ
その構成メンバーの間に一定の連帯ないし
相互扶助（支え合い）の意識が働いている
ような集団」と定義している。ここでは多
様な意味で用いられているコミュニティと
いう言葉を「地域社会」と同義語として用
いる。また、本稿におけるコミュニティ意
識には、ソーシャル・キャピタル（信頼、
つきあい ･ 交流、社会参加）を含まれるも
のとしている。
2） 具体的には、優先投票の利用率、国民投票
での投票率、新聞購買率、スポーツ ･ 文化
団体の数という 4 つの指標を合成すること
である。そして、二次的結社への「参加者」
の多さが市民度を測定する指標として、そ
の重要性を指摘している（Pattnam , 1993）。
3）　 坂本（2003）は、アメリカの政治学者パッ
トナムのソーシャル ･ キャピタルを、アメ
リカ政治理論において伝統的に存在する「共
同性回復の言説」という系譜に、共同体主
義との類似性、批判点の類似性を指摘し、
過去の言説とは異なる社会資本独特の積極
的な存在意義を問うている。共同体主義と
は、過度に個人主義化されたリベラリズム
理論を批判し、伝統に基づく共通善や地域
コミュニティにおいて人々が結合し連帯す
ることを通じて自己統治を目指すべきであ
り、それがアメリカ民主主義の活力源であ
るとしている。
4）　 世界銀行では、「社会経済発展をもたらす
人々の行動を促進するような制度、関係、
価値、態度であり、それは人々や諸制度を
繋ぐ社会における糊（glue）のようなもの
である」と 1998 年に報告している（The 
World Bank,1998）。
5） ブレア政権では、2020 年までに、30 分程度
週 5 回以上の運動実施人口 40％以上にする
ため 5 年間で 1 兆 6000 億円の予算をつけた。
また 2008 年には「Playing to Win : A New 
Era for Sport」を実施した。これはスポー
ツ（Football）を利用した「社会的排除と包
摂」プログラムの一つである。
6） 総合型地域スポーツクラブとは、当時の
文部省がスポーツ人口の増加を目指して、
1995 年から展開された「総合型地域スポー
ツクラブ育成モデル」事業である。この事
業は、地域のコミュニティの形成や地域教
育力の回復といった点から期待を集めてお
り、各市区町村に 3,396 クラブが育成されて
いるとされている（文部科学省 ,2012）。
7）　　SC は、「協調的行動を容易にすることによ
り社会の効率を改善しうる信頼、規範、ネッ
トワークのような社会的組織の特徴」と
定義され、「一般化された互酬関係をとも
なった社会的ネットワークである」と考え
られており（宮川 2004:21）、その関係性に
は、主に「結束型（bonding）」と「橋渡し
型（bridging）」とがあると述べ、前者は繋
がりが強い反面、それ以外を排他的にする
傾向があり、後者は他者同士を包含的にす
る傾向を有しているため、特に「橋渡し型
（bridging）」の重要性を述べている（Putnam 
2000:19）。
8） 　 図１における矢印色の違いは、各関係性の
違いを表している。細い矢印はスタッフを
表し、各クラスに指導者として出向いてい
る。左上からの太黒矢印は資格保持者を表
しており、西部・中部・東部のそれぞれの
ブロックにおいて、創立者なしでもオープ
ンに開放して指導を行っている。点線矢印
は「自主活リーダー」を表し、指導者が月
に何度も来られない場合、そのクラスで責
任をもって活動をリードする役割の者を指
す。現在 6 名ほどおり、スタッフとして十
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分な技術やパーソナリティを備えているが、
様々な要因で敢えてスタッフを選択してこ
なかった。教室から class への上向き太矢印
は、保健センター主催教室から自主活動の
クラスとなり、体操クラブ所属への移行を
表す。Class 間を繋ぎ、共同作業空間へ示さ
れている矢印は合同体操祭りへの参加例を
示している。
9）　  図２における「e」は残差を表している。ま
た、「社会参加」及び「つきあい・交流」「一
般的信頼」「クラブ重要性」における吹き出
し「e」は、分散を固定母数としていること
を示している。図を書く際に、因子から観
測変数へのパスのうち、どれか一つは必ず
パラメーターを１とする（このパラメーター
を固定母数と言う）。
10） 　多くの書籍においては、相関係数が 0.3 程度
では「非常に小さい相関」あるいは「ほと
んど相関がない」と解釈するように書かれ
ている。しかし、小島は一般的にアンケー
トなどで人の意識を測定したデータは測定
誤差が大きく、相関係数が希薄化されてい
るため、相関係数が 0.3 程度というのは決し
て無視できない大きさの相関であるとして
いる（小島 ,2003;23）。
11）   この報告によると、自治会が諸団体とどのよ
うに連携しているかを主成分分析により検
討している。そして抽出され第一因子に、「市
民活動団体」と命名されている。この因子は、
まちづくり団体、環境団体、介護・福祉団体、
スポーツサークル、趣味のサークルで構成
されている（辻中他 ,2009）。
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